
JP 4908795 B2 2012.4.4

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ツール（１０）を固定可能にする装置ヘッド（６）を設けた装置ハウジング（４）と、
前記装置ハウジング（４）のツール側端部とは反対側の端部に連結した支持素子（１２）
と、前記支持素子（１２）によって前記装置ハウジング（４）に連結するとともに、前記
支持素子（１２）により前記装置ハウジング（４）に連結しかつ前記前記装置ハウジング
（４）対して回転軸線（Ｂ）の周りに回転可能にした主グリップ（１４）とを備えた、手
工具装置（２）において、前記主グリップ（１４）を前記回転軸線（Ｂ）に対する傾斜角
度を調整可能にし、前記回転軸線（Ｂ）に対する傾斜角度は、円弧状に湾曲した移動経路
（Ｐ）に沿って主グリップ（１４）を移動させることによって変化する構成とし、前記円
弧状に湾曲した移動経路（Ｐ）は、装置ハウジング（４）と主グリップ（１４）とを連結
する連結構体によって規定し、この連結構体は、前記主グリップ（１４）の円弧状部材（
１８）を移動自在に支持する摺動支持部（２２）と、前記円弧状部材（１８）を前記摺動
支持部（２２）にロックする固定手段（２４）とを有する構成としたことを特徴とする手
工具装置。
【請求項２】
　移動経路（Ｐ）を、回転軸線（Ｂ）に平行な平面（Ｅ）上に存在するようにした請求項
１記載の手工具装置。
【請求項３】
　前記主グリップ（１４）をＤ字状に構成し、また前記円弧状部材（１８）を前記主グリ
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ップ（１４）の円弧状に湾曲した円弧状部分によって構成した請求項１または２記載の手
工具装置。
【請求項４】
　前記円弧状部材（１８）と前記固定手段（２４）との間で、湾曲形状の移動経路（Ｐ）
の方向に釈放自在の形状規制によるロックを生ずるようにした請求項１～３のうちいずれ
か一項に記載の手工具装置。
【請求項５】
　円弧状部材（１８）に対して押圧力を加える固定手段（２４）の掛合素子（２６）が、
円弧状部材（１８）に設けた複数個の掛合溝（３０）に嵌合して形状規制によるロックを
生ずるようにした請求項４記載の手工具装置。
【請求項６】
　主グリップ（１４）を装置ハウジング（４）に対して回転自在に保持し、また回転防止
手段（４０）によって、前記主グリップ（１４）を装置ハウジング（４）に対して形状規
制によるロックで固定可能にした請求項１～５のうちのいずれか一項に記載の手工具装置
。
【請求項７】
　前記主グリップ（１４）を、連結構体を介して装置ハウジング（４）に対して回転自在
な支持素子（１２）に保持し、装置ハウジング（４）に押圧力を加える安全素子（４２）
を配置し、前記安全素子（４２）が、装置ハウジングに設けた複数個の安全溝（４６）の
うちの一つに嵌合して固定することができるようにした請求項６記載の手工具装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、モータ駆動のとくに、面取り研削装置のような手工具装置であって、ツール
を固定可能にする装置ヘッドを設けた装置ハウジングを有し、またツール側端部とは反対
側の端部に主グリップを連結し、この主グリップを前記装置ハウジングに対して回転軸線
の周りに調整可能にした該手工具装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　このような手工具装置は、異なる使用状況に適合するよう調整可能な主グリップによっ
て調整することができ、主グリップは装置ハウジングに対して回転するか、角度を変化さ
せるかする。主グリップとは、例えば、必要に応じて装着できる付加的側方グリップとは
異なり、手工具装置で永続的に使用するために設けたグリップを意味し、手工具装置の使
用の度毎に、使用者の手が必ず掴むものである。
【０００３】
　主グリップをモータハウジングに対して長手方向軸線の周りに回転自在に保持した面取
り研削装置がある。（例えば、特許文献１参照。）この装置では、モータハウジングに支
持筒を設け、この支持筒に十字型回転バーを回転自在に保持し、この十字型回転バーに主
グリップを固定する。さらに、モータハウジングと十字型回転バーとの間の形状規制によ
るロック式錠止装置として作用する固定装置を設ける。
【特許文献１】独国特許第４１０２４８３号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、この既知の装置には、手工具装置の幾つかの使用状況では、主グリップの回転
自在の支持にもかかわらず、主グリップにおけるエルゴノミクス的に最適な手持ち状態が
得られないという欠点がある。したがって、例えば、底面領域または頂面領域を仕上げる
作業の際に主グリップを持つ手は、大きくねじらなければならなくなる。このことは、作
業者の健康を大きく損ね、また早く疲労させることになる。
【０００５】
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　したがって、本発明の目的は、従来の手工具装置の欠点を軽減し、種々の使用状況で、
主グリップに対するエルゴノミクス的に最適な手持ち状態が得られるようにした手工具装
置を得るにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この目的を達成するため、本発明手工具装置は、回転軸線周りの調整自在能力の他に、
回転軸線に対する傾斜角度を調整自在にしたことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、装置ハウジングに対する主グリップの可変回転角度位置の他に、装置
ハウジングに対する主グリップの傾斜角度も変化させることができる。このようにして、
装置ハウジングに対する主グリップの配置を多様な向きにして持つことができるようにな
る。したがって、手工具装置の多くの使用状況に対して、エルゴノミクス的に最適な主グ
リップに対する手持ち状態が得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　本発明の好適な実施例においては、主グリップを湾曲した移動経路に沿って移動させる
ことによって前記傾斜角度を調整可能にする。この構成により、装置ハウジングに対して
移動経路に沿って移動する際に主グリップは回転する。このことにより、主グリップは、
とくに安定する。さらに、主グリップと装置ハウジングとの間で多くの異なる傾斜角度位
置が得られるようになる。
【０００９】
　湾曲形状の移動経路を、主グリップの回転軸線周りの各回転状態で、回転軸線に平行な
平面上に存在するようにすると好適である。このようにして、主グリップは、一方では回
転軸線の周りに、他方では、この回転軸線に直交した固定のまたは仮想的な回転軸線の周
りに調整自在となり、予想されるあらゆる使用状況に対してエルゴノミクス的に最適な主
グリップの手持ち状態が得られる。
【００１０】
　本発明の好適な実施例においては、湾曲した移動経路を、装置ハウジングと主グリップ
との間の連結構体によって規定し、この連結構体に設けた摺動支持部により円弧状部材を
移動自在に保持し、前記円弧状部材を固定手段によって前記摺動支持部に固定可能にする
。この構成によれば、円弧状部材の極めて安定した案内と固定を行うことができるように
なる。
【００１１】
　好適には、主グリップをＤ字状に構成し、また円弧状部材を主グリップの湾曲形状部分
によって構成する。この主グリップおよび円弧状部材の一体構成によれば、製造コストが
安価となり、また装置ハウジングに対して主グリップを安定して固定することができるよ
うになる。
【００１２】
　好適な実施例においては、円弧状部材と固定手段との間で、湾曲形状の移動経路の方向
に釈放自在の形状規制によるロックを生ずるようにする。この構成により、主グリップを
装置ハウジングに対して確実に、かつ僅かなあそびで異なる位置に固定することができる
。
【００１３】
　この場合、円弧状部材に対して押圧力を加える固定手段の掛合素子が、円弧状部材に設
けた複数個の掛合溝に嵌合して形状規制によるロックを生ずるようにすると、とくに好適
である。この構成によれば、このような形状規制によるロックを簡単に製造することがで
きる。
【００１４】
　とくに好適な実施例においては、主グリップを装置ハウジングに対して回転自在に保持
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し、また回転防止手段によって、主グリップを装置ハウジングに対して形状規制によるロ
ックで固定可能にする。この構成によれば、主グリップを、装置ハウジングに対して安定
した状態で回転軸線周りの多くの回転位置に固定することができる。
【００１５】
　この場合、主グリップを、連結構体を介して装置ハウジングに対して回転自在な支持素
子に保持し、装置ハウジングに押圧力を加える安全素子を配置し、安全素子が、装置ハウ
ジングに設けた複数個の安全溝のうちの一つに嵌合して固定することができるようにする
と好適である。このような支持素子によれば、主グリップの装置ハウジングに対する安定
した多くの可変位置での固定可能性をもたらす。さらに、装置ハウジングに支持素子を固
定するためには、円弧状部材を支持素子に固定するのと同様の手段を使用できる。このよ
うにして手工具装置の製造コストを低減することができる。
【００１６】
　次に、図面につき本発明の好適な実施例を説明する。
【実施例１】
【００１７】
　図１に装置ハウジング４を有する面取り装置の形式の手工具装置２を示す。この装置ハ
ウジング４は、ツール側端部に装置ヘッド６を設け、ディスクツールの形式のツール１０
を収容するためのツール収容部８を設ける。
【００１８】
　装置ハウジング４のツール側端部とは反対側のグリップ側端部に支持素子１２を設け、
この支持素子１２は、回転軸線Ｂの周りに回転方向Ｄに方向に回転可能に装置ハウジング
４を保持する。回転軸線Ｂは、ほぼ円筒形の装置ハウジング４の長手方向主軸線に一致す
る。
【００１９】
　支持素子１２によって、Ｄ字状の主グリップ１４を装置ハウジング４に恒久的に連結す
る。この主グリップ１４は、支持素子１２と一緒に回転軸線Ｂの周りに、装置ハウジング
４に対して、一点鎖線で示す他の回転位置に回転することができる。
【００２０】
　主グリップ１４は、主に、直線グリップ素子１６と、円弧状部材１８とにより一体に構
成する。円弧状部材１８は、この円弧状部材の長さ方向に沿って支持素子１２に対して移
動自在に保持し、したがって、主グリップ１４は、移動の際に、円弧状に湾曲した移動経
路Ｐに沿って強制的に案内される。この移動経路Ｐは、支持素子１２の装置ハウジング４
に対する回転位置に基づいて、回転軸線Ｂに平行な平面Ｅに整列する。
【００２１】
　主グリップ１４は、円弧状部材１８が円弧状であるため、移動の際には、固定の回転軸
線Ａの周りに回転し、ハッチングで示した装置ハウジング４に対して傾斜したた状態に変
化する。代案として、円弧状部材１８は、通過する円弧とは異なる形状にすることもでき
る。この場合、主グリップは、移動の際に、仮想の即ち、移動の際に位置が変化する回転
軸線Ａの周りに回転する。
【００２２】
　図２から明らかなように、主グリップ１４は、円弧状部材１８によって、摺動支持部と
して作用する案内チャンネル２２内に保持される。この案内チャンネル２２は、円弧状部
材１８と一緒に、支持素子１２に対する主グリップ１４の移動経路Ｐを規定する連結構体
を構成する。この連結構体には、更に、固定手段２４を設ける。この固定手段２４は、溝
に嵌合する核体の形式の掛合素子２６により構成し、支持素子１２に支持したばね２８に
よって、この掛合素子２６を円弧状部材１８に押し付ける。これにより、掛合素子２６は
円弧状部材１８に複数個設けた掛合溝のうち一つの掛合溝に入り込む。このようにして、
移動経路Ｐの方向における、主グリップ１４と支持素子１２との間において形状規制によ
るロックを生ずる。
【００２３】
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　この形状規制によるロックを解除するため、掛合素子２６に、操作可能な操作素子３２
を連結し、ばね２８の力に抗して掛合素子２６を掛合溝３０から抜き出すことができる。
この後、円弧状部材１８を移動経路Ｐに沿って案内チャンネル２２で移動させる。これに
より、主グリップ１４は回転軸線Ａの周りに、図１に点線で示したように回転する。手工
具装置の使用に人間工学的に適した掛合素子１６の装置ハウジング４に対する所望の傾斜
角度が得られたら、操作素子３２を再び釈放する。これにより、掛合素子２６は、ばね２
８の力によって、新たに固定手段２４で位置決めされた掛合溝３０内に押し込まれ、支持
素子１２に対して主グリップ１４が再び形状規制によりロックされる。
【００２４】
　図２から明らかなように、装置ハウジング４に、カラー３６を有する支持部３４を設け
る。このカラー３６は、支持素子１２の内側端縁３８に掛合し、装置ハウジング４に対す
る支持素子１２の回転方向Ｄへの回転が可能になる。
【００２５】
　装置ハウジング４に対する支持素子１２の回転を阻止する固定を行うため、図３に示す
ように、ほぼ固定手段２４に対応する回転防止手段４０を設ける。回転防止手段４０は、
溝に嵌合する核体の形式の安全素子４２を設け、この安全素子４２をばね４４によって装
置ハウジング４に押し付け、これにより、装置ハウジング４において円弧に沿って複数個
配列した安全溝４６のうちの一つに嵌合させる。これにより、支持素子１２と装置ハウジ
ング４との間の回転方向Ｄに対する形状規制によるロックを生ずる。
【００２６】
　この形状規制によるロックを解除するため、支持素子１２の外面に窪み４８を設け、安
全素子４２に連結した解錠素子５０を外部から移動させることができるようにする。解錠
素子５０の操作によって、安全素子４２は、ばね４４の力に抗して安全溝４６から抜き出
すことができる。この後、支持素子１２は、主グリップ１４と一緒に回転軸線Ｂの周りに
、装置ハウジング４に対する新たな回転位置に回転し、他の安全溝４６に掛合できるよう
にする。
【００２７】
　図２および図３から明らかなように、円弧状部材１８には、湾曲形状の２個の案内溝５
２を設け、案内チャンネル２２における案内リップ５４に連係動作できるようにし、支持
素子１２に対する主グリップ１４の安定的な案内と固定を保証する。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明による手工具装置の側面図である。
【図２】図１の手工具装置の主グリップを示す部分拡大図である。
【図３】図２から９０゜回転した位置での主グリップを示す部分拡大図である。
【符号の説明】
【００２９】
　２　手工具装置
　４　装置ハウジング
　６　装置ヘッド
　８　ツール収容部
１０　ツール
１２　支持素子
１４　主グリップ
１６  直線グリップ素子
１８　円弧状部材
２２　案内チャンネル
２４　固定手段
２６　掛合素子
２８　ばね
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３０  掛合溝
３２　操作素子
３４　支持部
３６　カラー
３８　内側端縁
４０　回転防止手段
４２　安全素子
４４　ばね
４６　安全溝
４８　窪み
５０　解錠素子
５２　案内溝
５４　案内リップ
 

【図１】 【図２】
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